











ある傾向が示されている (Bock, et al., 2005；
Chou and Chang, 2008；Kankanhalli et al.,









しかし, 信頼, 互恵性, 利他性の議論 (e.g.,
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ることを示している｡ また, Kankanhalli et
al. (2005) は, シンガポールの複数の公的組
織に対して, 知識データベースの利用要因に関





ない, 互恵関係, 自己効力感, 援助の喜びが,
知識提供の態度と意図を強める一方, 報酬は態
度にも意図にも影響していないことを示した｡
Chow and Chang (2008) は台湾の法曹専門
職の知識コミュニティ参加者に対して調査を行
ない, 互恵関係, 援助の喜びが知識提供の態度






Flaste, 1995)｡ 具体的には, 報酬や互恵関係
は外発的, 自己効力感や援助の喜びは内発的動
機に区分されている (Bock, et al., 2005；






























研究のうち, Chou and Chang (2008) ,
Kankanhalli et al. (2005), Wosko and Faraj
(2005) は CMC 環境を対象としており, Bock,
論 文














― ○ ● ― ○ ● CMC
Kankanhalli et al.
(2005)
○ ― ○ ○ ― CMC
Chow and Chang
(2008)
― ○ ○ CMC
Bock et al. (2005) ● ― ○ ○ ― ― 混合
Lin (2007) ― ○ ○ ○ ― 混合
○：知識提供に正の影響 ●：知識提供に負の影響 無印：影響なし
et al (2005), Lin (2007) は FTF や CMC 環
境に関係なく, 一般的な知識創造活動について
調査しており, FTF と CMC の混合環境が対
象となっている｡ 動機の影響をメディアごとに
眺めると, 報酬動機は CMC 環境では正の影響
がみられるのに対し, 混合環境では正の影響は


















仮説 3 ：報酬動機は CMC を介して知識提供
を促進する








代表的な理論として, Nonaka and Takeuchi
(1995) の知識創造理論が挙げられる｡ この理
論では, 知識を言語化されない ｢暗黙知｣ と言








































は先行研究 (向日, 2009) で用いたものを用い
る｡ アンケート調査はネットリサーチ業者に依
企業組織における従業員の知識提供動機とコミュニケーション・メディアが知識創造に与える影響
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頼し, 調査は web 上で 2008 年 4 月に 2 段階で




2 万人から回答があった｡ その中から, 従業員
数 10 人以上の株式会社の正社員であり, かつ
高度な知識が必要と思われる職務に就いている





ワーク (日々, 決まって行う業務) が少ない｣
の 4 つの選択肢から, 3 つ以上選んだ回答者を
対象とした｡
上記の対象者に対し第 2 回目の本調査を実施
し, 最終的に回答があった 1,700 人分のデータ
を分析に用いる｡ 回答者の内訳を表 2 に示すが,








スに関する質問を用いる (表 3)｡ すべての質
問の選択肢は ｢そう思う｣ ｢ややそう思う｣ ｢ど
ちらでもない｣ ｢あまりそう思わない｣ ｢そう思
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表 2 サンプルの内訳
業種 人数 ％ 職種 人数 ％
製造業 (企業向け) 512 30.1 営業・販売 282 16.6
製造業 (消費者向け) 245 14.4 研究・開発・技術 787 46.3
卸売業 (企業向け) 44 2.6 総務・人事 71 4.2
卸売業 (消費者向け) 16 0.9 財務・経理 40 2.4
卸売業 (総合商社・各所商品) 37 2.2 企画・マーケティング 72 4.2
小売業 57 3.4 広告・広告・デザイン 18 1.1
ソフトウェア・情報処理業 303 17.8 事務職 113 6.6
サービス業 (企業向け) 166 9.8 管理職 224 13.2
サービス業 (消費者向け) 135 7.9 会社経営・役員 30 1.8
その他 185 10.9 その他 63 3.7
従業員数 勤続年数
10～49 人 219 12.9 1 ヶ月未満 9 0.5
50～99 人 141 8.3 1 ヶ月～3 ヶ月未満 7 0.4
100～299 人 251 14.8 3 ヶ月～半年未満 16 0.9
300～999 人 295 17.4 半年～1 年未満 32 1.9
1,000～4,999 人 361 21.2 1 年～2 年未満 83 4.9
5,000～9,999 人 161 9.5 2 年～3 年未満 78 4.6
1 万人以上 272 16.0 3 年～5 年未満 150 8.8
年齢 5 年以上 1325 77.9
20 代 122 7.2 性別
30 代 711 41.8 男性 1544 90.8
40 代 681 40.1 女性 156 9.2
50 代 174 10.2





お い て 組 織 の 意 図 へ の コ ミ ッ ト メ ン ト
(Nonaka and Takeuchi, 1995) やビジョンの
















モチベーション｣ の 4 つに分類している｡ また,
企業における知識提供動機に関連する他の研究
企業組織における従業員の知識提供動機とコミュニケーション・メディアが知識創造に与える影響




































































報酬, 互恵関係, 内発的な援助の喜び, 自己効





因子分析 (最尤法, バリマックス回転) で分析
し (表 4), 得られた各因子から尺度を構成し
た場合の信頼性をクロンバックのαで確認した
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表 4 知識提供動機の因子分析の結果
第 1 因子 第 2 因子 第 3 因子 第 4 因子
報酬① 0.353 0.147 0.565 0.126
報酬② 0.141 0.194 0.850 0.170
報酬③ 0.167 0.061 0.647 0.167
互恵関係① 0.071 0.223 0.235 0.646
互恵関係② 0.063 0.254 0.175 0.866
貢献① 0.171 0.523 0.079 0.306
貢献② 0.269 0.618 0.266 0.214
貢献③ 0.182 0.824 0.110 0.100
貢献④ 0.160 0.607 0.077 0.151
コミットメント① 0.809 0.221 0.182 0.077
コミットメント② 0.902 0.199 0.210 0.062













築する｡ 因子分析の結果 (表 5), FTF 及び
CMC に関する因子が抽出され, クロンバック
のα (表 3) によるとこれらの因子に含まれる
項目から構成される尺度の信頼性も高いことか































図示したのが図 1 である｡ また, 総合効果, 直
接効果, 間接効果の値を表 6 に示す｡
各因果モデルの適合度は, 共同化へのモデル
が GFI＝1.000, AGFI＝0.999, 表出化へのモ
デルが GFI＝1.000, AGFI＝0.997, 連結化へ
のモデルが GFI＝1.000, AGFI＝0.996, 内面







中京経営研究 第19巻 第2号 61
表 5 コミュニケーション・メディアの因子分析の結果









































































































※上記の各モデルの適合度は, 以下の変数間の相関係数 (すべて有意水準 1％で有意) を含んだ
モデルについて算出している
報酬－互恵関係：0.40, 報酬－貢献：0.38, 報酬－コミットメント：0.48, 互恵関係－貢献：




ともに FTF に与える影響が強い｡ 一方, 報酬
動機や互恵関係動機は CMC のみに正の影響を
与えている｡ この結果から, 外発的動機に基づ
き知識提供する個人は CMC を利用し, 内発的
動機で提供する個人は FTF と CMC を併用す
る傾向があると考えられる｡ CMC の特徴とし
て無駄の少ない効率的なタスク志向性が挙げ
られるが (e.g., 中村, 2003；Siegel et al.,
1986), 外発的に動機づけられて結果を求める
個人は, 効率的なメディアとして CMC を選択
している可能性がある｡
なお, FTF 及び CMC から知識創造の各プ
ロセスへは, 本データを用いた先行研究 (向日,
2008) と同様に, すべて有意な正の影響がみら
れ, かつ CMC は FTF に比べると共同化, 連
結化, 内面化への影響が弱い傾向がみられる｡











で, 互恵関係, 貢献, コミットメントの順に正
の影響が大きくなっている｡ 間接効果をみると,
報酬と互恵関係はCMCを介して, 貢献とコミッ
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表 6 総合効果, 直接効果, 間接効果
報酬 互恵関係 貢献 コミットメント FTF CMC
総合効果
FTF ― ― 0.239 0.111 ― ―
CMC 0.181 0.069 0.159 0.059 ― ―
共同化 0.018 0.085 0.262 0.273 0.252 0.098
表出化 0.031 0.012 0.321 0.200 0.208 0.171
連結化 －0.058 0.007 0.372 0.178 0.252 0.096
内面化 －0.036 0.005 0.322 0.171 0.277 0.074
直接効果
FTF ― ― 0.239 0.111 ― ―
CMC 0.181 0.069 0.159 0.059 ― ―
共同化 ― 0.078 0.186 0.239 0.252 0.098
表出化 ― ― 0.244 0.167 0.208 0.171
連結化 －0.076 ― 0.297 0.144 0.252 0.096
内面化 －0.050 ― 0.244 0.136 0.277 0.074
間接効果
FTF ― ― ― ― ― ―
CMC ― ― ― ― ― ―
共同化 0.018 0.007 0.076 0.034 ― ―
表出化 0.031 0.012 0.077 0.033 ― ―
連結化 0.017 0.007 0.076 0.034 ― ―
内面化 0.013 0.005 0.078 0.035 ― ―
ゆる知識提供行動に該当することから, 仮説 1
から 4 の検証対象となる｡ 表出化への直接効果
をみると, 報酬と互恵関係は影響を与えておら
ず, 貢献, コミットメントは正の影響を与えて
いる｡ 間接効果は, 共同化と同様に FTF また








響は, 直接の影響はなく, CMC によって仲介
されている｡ そのため ｢仮説 2：外発的な知識
提供動機が知識提供に与える影響を左右する要
因が存在する｣ は支持され, ｢仮説 3：報酬動
機は CMC を介して知識提供を促進する｣ もま
た支持された｡ しかし, ｢仮説 4：互恵関係動








いる｡ 間接効果は, 共同化, 表出化と同様に
FTF または CMC を介した正の影響がみられ




































(e.g., 藤井, 2009；高橋克徳他, 2008；高橋






の影響を除き, すべて CMC のみを介している
ことを示している｡ これは外発的動機に動機づ
けられた社員は, FTF ではなく CMC を活用
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象とした研究では報酬動機が知識提供に正の影
響を与える傾向がみられたことと一致する｡ た



































論では, 自己効力感, 関係性, 自律感が重要で
あり, また自己効力感と関係性が自律感を規定





























れる｡ また, 本稿の CMC の尺度は一般的な
CMC の利用度について測定しているだけであ
り, 今後, 知識創造に特化した CMC の利用に
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